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THE蛸 である。ショック・セラピとは急進的な市場経済化を実施する改革であっ  











た。   
ロシアは1992年から「ショック療法」を実施した。この過程はさらに92年夏までの  
「ショック療法」実施（ガイダール路線）とその妥協、修正（経済安定化プログラム）の過  














銀行間の未払い（期限を超過した不良債権、債務）の累積と連鎖であった。   
未払いを起こした客観的要因には、コメコンの崩壊、ソ連邦の崩壊、移行期の経済危機  
にともなう経済主体間の経済的な結びつきの断絶、全盤的な生産の低下、経済の構造転換に  




















全に復権した（華国鋒からの実権の移動）ことによって、市場化移行経済が実施された。   
第2華 中国の「漸進移行」経済方針の実施  
A・農村改革史   










































示された。これが食糧流通体制改革の第一段階として知らされる。   
82年12月に第二段階が行なわれた。「当面の農村経済政策の若干問題」において、  
食糧の多数ルートによる経営が示された。これは、現実に食糧の多ルート化が進んでいる  




















































郷鎮企業は中小企業に属するが、発展速度を軽視できない。   
郷鎮企業がいくつかの地域類型をもっています。  
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①蘇南モデル（蘇州、無錫、常熟などの12県）、ここで早期に郷鎮企業が発展してお   
り、86年では企業数16万で全国総生産の8．2％を占めた。納税額は132億元   
であった。総人口は1000万人であり、労働者ひとりあたりの平均生産額は20   
00元だった。都市レベルでは、蘇州と無錫は全国工業生産の1位と2位を占め、   
県レベルでは、無錫が全国の2位であった。発展の理由が以下である。①所有制の   
面では、社隊企業をもとにした村、郷営企業が多かった。②産業構造の面では、製   
造業（とくに工業）が主体である。③R＆Dの点では都市との連携があった。④「所   
得分配」の点では、労働生産性に応じた分配されたこと。⑤以工補農（工業を発展   
させ、農業の不足点を償う）⑥マーケンヂィングの面からは市場メカニズムに依存  
したことが上げられる。85年の段階では、生産は計画に依存するより、65．8％   
が市場で販売することに依存した。  
②温州モデル（温州市）、ここでは市場志向的な生産を早めに行なわれた。①日用品を   
経営する家族経営（台湾の生産方式とよく似てる）や郷営の生産組織が多かった。こ   
れらの組織の工業生産は温州市全体の68％、およそ7割を占めた。②生産要素、   
市場の発達も温州モデルの特徴である。③日用品を生産する商業が中心であった。   
④市場メカニズムの導入によって所得格差が生じた。⑤生産要素の地域間、産業間   
の移動が小都市への産業集中をひきおこした。  
③珠江モデル（珠江デルタの地域、広州、珠海などの開放都市や経済特区）、ここでは   
優遇政策を利用し、輸出産業が発達した。①産業構造は輸出が多くなるにともなっ   
て、多元化にした。② 「委託加工」、「来料加工」（原材料を輸入し加工する）、「来   
件装配」（部品を輸入し組み立て加工）と言う生産システムから技術も設備も外資系   
に依存した。③郷鎮企業が内向型から外向型になった。外国貿易のための輸出企業  
が増大した。   
郷鎮企業は政策の促成の下で、又、市場メカニズムの形成の下で急成長した。  
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顔を合わせ持っていると見てよい。この点は資本主義諸国の企業とは棟木的に異な  

























































































































































































量と蓄積の関係など五つ関係を妥当に把握する。   
外資企業導入と経済特区、開放都市の設置   
1960年7月、中国がそれまでに頼りにしていたソ連が経済技術協定を破棄し  
た。これを契機に1960年は中国を巡る国際環境は極めて厳しいものになった。  



























国内の経済改革の実験地の意味をもたせる。   
ちなみに、最近WTOに加盟するために、中国全土のほとんどが開放されるよう  
















で試行され、奥地に導入されてきた。   
開放政策以後、中国政府はいろいろな形式を通じて、外資導入するようになった。  
外資利用形式を大きく分けると対外借款、民間企業の直接投資の利用及びリースや  











も望んでいるのは合併企業方式である。   
外資導入の積極的に行なわれる結果として、中国側は大きい歳入を得る上に、国  
民の収入を高めた。1995年の北京を見ると、なんと外資企業で働く大学生の新卒  
業生の年収は国営企業などで働く新卒業生の年収の1．5倍近くだった。   



























（3）金融市場の形成。19鋪年9月に国務院の体制改革委員と人民銀行を召集   
し、全国13の都市を金融改革の実験都市に指定し、金融市場の形成を試みるこ   
とになった。金融市場は基本的には短期市場（1年以内のもの）、長期市場（1年以   
上のもの）と外為市場を三つに分けている。三つのうちに、短期市場が主たるも   
のである。長期市場は専門銀行の金融債や国営企業の社債がすでに発行している  
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ので、その市場である。外為市場は、外国資本が入っている企業間に限定されて   
























































































ない役割を果たしている。   

























実である。   
注意すべきところ、中国が膨大な財政赤字を抱えている。来世紀に向けて、いか  
に財政赤字を縮小できるか、巨大な中国にしては大きな課題となっている。又現実  
にも、緊迫的な問題を解決方法としていろいろな道を探索している。   





構造及び経済発展はどんな顔で世界に現すのか、注目されている。   





















接的に次の世代に悪影響を与えるではないかと懸念されている。   
諸問題が顕在化してくる同時に21世紀に向いて、中国式の改革はどうすればい  
いかよく問われてきた。以下に自分の意見を述べさせていただきたい。   
21世紀中国の経済発展中に把握すべきこ 
① 改革、発展、安定三者の関係を正しく対処すべきこと。安定的な社会、政治、   
経済環境はどんな国家にしても発展の基本前提となる。当面の収入分配の不均   
等、地域格差の拡大、官僚腐敗、企業倒産、失業率上昇などの問題を解決する   
には、安定化させるという前提を忘れてはいけない。経済発展を中心に、個別   
的な問題を個別的に解決すべきことである。改革政策の民主化、科学化、法体   
系化を注意すべきである。  、  
② 資源を節約し、使用効率を高めるべきこと。資源の欠乏は21世紀の中国に  
しては緊迫的な問題である。新しい資源の開発と利用をする上に、今ある資源   
を市場を中心に分配すべきである。  
③ 科学技術、教育を重視すべきこと。21世紀の競争は科学技術の競争でもあ   
る。国内外市場の開拓、産業構造の調整、住民生活のレベルの高めはすべて科   
学技術の発展に依存する。又、科学技術の研究成果は早めに商品化・産業化す  
るのも重大なことである。  
④ 対外開放を拡大すべきこと。国際間の技術合作と競争に積極的に参加し、二   
つの市場、二つの資源を充分に利用すれば、国内の資源、原材料の供給を緩和   
できる、又、全体経済の発展レベル及び市場競争力を高められる。  
⑤ 経済構造を積極的に調整し、全力的に農村市場を開拓すべきこと。地域間の   
格差を縮小し、合理的な地域経済構造を形成すべきである。又、都市と農村の   
関係を緊密につながり、農村のインフラ設備を早く整え、工業化、都市化させ  
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か後輩がこの論文を読んでくれる時、中国へ一度でも行って見たいという気持ちに  
なってくれたら、非常に嬉しく思う。  
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